
簡易水道事業経営健全化計画（フォローアップ用）

Ⅲ　今後の経営状況の見通し（②法非適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度）

区 分 ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 )

１ (A) 201 196 227 222 221 218 179 172 200 171 192 197

（１） (B) 159 154 159 174 159 159 150 147 157 147 156 157

ア 156 152 155 170 158 158 149 146 156 146 156 156

イ (C)

れる。 ウ 3 2 4 4 1 1 1 1 1 1

（２） 42 42 68 48 62 59 29 25 43 24 36 40

ア 42 41 68 41 62 58 29 25 43 24 36 40

イ 0 1 0 7 0 1 0 0 0 0 0

２ (D) 178 187 186 170 191 180 166 140 200 143 192 197

（１） 88 101 101 87 108 102 103 85 142 90 135 140

ア 24 25 26 21 10 5 5 5 5 5

イ 64 76 75 66 98 97 98 80 137 85 135 135

（２） 90 86 85 83 83 78 63 55 58 53 57 57

ア 88 84 83 82 78 73 58 50 53 47 52 52

イ 2 2 2 1 5 5 5 5 5 6 5 5

３ (A)-(D) (E) 23 9 41 52 30 38 13 32 0 28 0 0

１ (F) 182 506 479 199 150 336 337 258 239 281 242 229

（１） 51 234 191 69 37 204 152 15 103 62 103 84

（２） 76 115 80 89 99 110 141 206 113 180 139 145

（３）

（４）

（５） 28 112 119 14 10 8 16 0

（６） 3

（７） 27 45 86 27 14 12 36 37 23 0

２ (G) 195 520 502 268 180 374 350 290 239 309 242 229

（１） 116 434 406 140 54 74 89 150 130 160 110 90

（２） (H) 79 86 96 110 126 300 261 140 109 149 132 139

（３）

（４） 18

（５）

３ (F)-(G) (I) -13 -14 -23 -69 -30 -38 -13 -32 0 -28 0 0

支 払 利 息

うち一時借入金利息

収 支 差 引

資 本 的 収 入

地 方 債

そ の 他

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金
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的
　
収
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支

収
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収
入
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益
的
支
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資
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収
入

資
本
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

収 支 差 引

総 収 益

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

料 金 収 入

そ の 他

工 事 負 担 金

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

そ の 他

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資 本 的 支 出

平成21年度

（計画第３年度）

( 決 算 )

平成23年度

（計画第５年度）

( 決 算 見 込 )

5

1

平成22年度

（計画第４年度）

( 決 算 )

23



簡易水道事業経営健全化計画（フォローアップ用）
（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度）

区 分 ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 )

平成21年度

（計画第３年度）

( 決 算 )

平成23年度

（計画第５年度）

( 決 算 見 込 )

平成22年度

（計画第４年度）

( 決 算 )

(E)+(I) (J) 10 -5 18 -17 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L) 0 8 2 21 0

(M)

(N) 10 3 20 4 0 0 0 0 0 0 0

(O)

(P) 10 3 20 4 0 0 0 0 0 0 0

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(B)-(C) (S) 159 154 159 174 159 159 150 147 157 147 156 157

2,302 2,449 2,544 2,503 2,414 2,318 2,209 2,085 2,251 1,998 2,221 1,866 2,166

2,302 2,449 2,544 2,503 2,414 2,145 2,086 2,085 2,251 1,998 2,221 1,866 2,166

173 123

（２）他会計繰入金

年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度）

区 分 ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 )

42 41 68 41 62 58 29 25 43 24 36 40

32 35 42 42 39 37 29 25 27 24 26 26

10 7 26 0 23 21 0 0 16 0 10 14

76 115 80 89 99 110 141 206 113 180 139 145

40 58 50 55 63 63 69 70 55 75 66 70

37 57 30 34 36 47 72 136 59 105 73 75

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

う ち そ の 他 に 係 る も の

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

うち料金収入に計上すべき繰入等

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

(R)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

収 益 的 収 支 比 率 （

赤 字 比 率 （

地方財政法施行令第20条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

企 業 債 現 在 高

積 立 金 現 在 高

資 金 不 足 比 率 ((R)／(S)×100)

(J)-(K)+(L)-(M)

）

）×100

×100

収 支 再 差 引

積 立 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

45

前 年 度 か ら の 繰 越 金

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

形 式 収 支

黒 字

赤 字

実 質 収 支

(N)-(O)

7078 72 80 79 42 6561

（計画第５年度）

( 決 算 見 込 )

平成22年度

（計画第４年度）

( 決 算 )

平成23年度

5959

( 決 算 )

平成21年度

（計画第３年度）



簡易水道事業経営健全化計画（フォローアップ用）

（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度）

( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 ) ( 決 算 )

資金不足比率 (％) (再掲) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

料金回収率※ (％) 82 85 81 93 73 42 45 80 68 76 66 65

総収支比率（法適用） (％)

経常収支比率（法適用） (％)

営業収支比率（法適用） (％)

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲)

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲) 78 72 80 79 70 45 42 61 65 59 60 59

(％) (再掲) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(％) 21 21 30 18 28 27 16 15 22 14 20 20

うち基準内繰入金 (％) 16 18 19 19 18 17 16 15 13 14 13 13
うち基準外繰入金 (％) 5 4 11 0 10 10 0 0 8 0 7 7
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(％) 42 23 17 45 66 33 42 80 47 64 48 63
うち基準内繰入金 (％) 22 11 10 28 42 19 20 27 23 27 27 30
うち基準外繰入金 (％) 20 11 6 17 24 14 22 53 24 37 21 33
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

資本的収入分

収益的収入分

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

(単位：％)

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率

平成21年度
（計画第３年度）

( 決 算 )

平成22年度
（計画第４年度）

(決算)

平成23年度
（計画第５年度）

(決算見込)



簡易水道事業経営健全化計画（フォローアップ用）

（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

老朽施設の維持管理のための更新工事のみ実施する。
４　その他収支見通し策定に当たって前
提としたもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等によ
る収入の見込み

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）

なし

前回平成18年3月に料金改定を行ったため、5年間（平成23年度）は現在の料金設定を継続する。給水停止や分納等、未収金
徴収対策を継続して行い現在の収納率の維持に努める。

基準内繰入に加えて収支差補填のための繰入を実施する。

条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込
み



簡易水道事業経営健全化計画（フォローアップ用）

Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）
２　年度別目標等
（１）水道事業
　　①　年度別目標 （単位：百万円、％）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算）

33%

①  改善額（料金の適正化）※１

3 2 1

①  改 善 額 1 1 1 1 2

 改 善 額（負担金の確保等）

 改 善 額（収入増額）

 改 善 額

24 25 26 21 10 5 5 5 5 5

5 11 16 16 16 16 16 16 80

 改 善 額

 改 善 額

4 4 4 4 2 1 1 1 1 1

0 0 0 0 △ 2 △ 2 △ 1 0 0 0 0 △ 1

 改 善 額（適正化）

 改 善 額（縮減額）

 改 善 額

2,302 2,449 2,544 2,503 2,414 2,318 2,209 2,085 2,251 1,998 2,221 1,866 2,166

147 95 △ 41 △ 89 △ 96 △ 109 △ 124 42 △ 87 △ 30 △ 132 △ 55

　注１　「課題」欄については、「１　主な課題と取組み及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。 17 82

57

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。また、会計規模により必要に応じて単位を百万円から千円に変更することも可とするが、「改善額合計」を算出する際の単位誤り、誤計上(重複計上等)がないよう留意すること。

②　経営状況
平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算）

 給水人口　　　　　（千人） 13 12 13 12 12 12 11 11 11 11

 年間総有収水量　　（千㎥） 1,573 1,566 1,597 1,603 1,568 1,568 1,496 1,451 1,568 1,414 1,568 1,568

 公称施設能力　　（㎥／日） 6,724 6,724 6,749 6,766 6,786 6,786 6,786 6,786 6,786 6,786

 １日最大配水量　（㎥／日） 5,881 6,716 8,702 7,898 7,898 8,564 8,106 6,778 7,898 7,447 7,898 7,898

 最大稼働率　　　　（％） 87 100 129 117 116 126 119 100 116 110 116 116

 供給単価　　　　（円／㎥） 97 98 97 106 101 101 100 101 99 103 99 99

 給水原価　　　　（円／㎥） 118 115 119 114 137 242 220 127 145 136 151 153

③　簡易水道事業の統合に係る基本方針
　注　「統合計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・実施スケジュール、検討の方向性、結論をとりまとめる時期」を具体的に記載すること。

簡易水道統合計画により、平成２９年３月末までに上水道への統合を図る。

企業債現在高

累積欠損金比率

増　減

増　減

課　題

【収入の確保】

計画合計目標又は実績
計画前５年間

実　績

平成２３年度
（計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算）

職員数             (人)

　職員給与費（退職手当）

一般会計負担金の額

【経費の削減】

　職員給与費（退職手当以外）

 改 善 額

資産の有効活用

その他（　　　　　　）

給与水準

その他（　　　　　）

職員給与費の適正化

未収金の徴収対策

料金改定率

平成２０年度
（計画第２年度）

平成２１年度
（計画第３年度）

平成２２年度
（計画第４年度）

 増 減 数          (人)

その他

工事コスト※２

維持管理費等

　　２　※１「改善額（料金の適正化）」については、「料金改定に伴う料金増収額」を記入すること。
　　　　※２「工事コスト」については、工法の見直し等による建設コストの縮減（建設改良費の抑制は除く。）を記入すること。
　　３　改善額の算出方法については、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。

　改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

計画前５年間改善額　合計

（決　算）

平成２３年度
（計画第５年度）

平成２１年度
（計画第３年度）

平成２２年度
（計画第４年度）
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